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１．基礎自治体における【二元代表制】の意義

２．少子化とこどもをめぐる現状

３．【こども家庭庁】の設立と【こども基本法】

４．【こども大綱】と【自治体こども計画】

５.こどもの【ウェルビーイング】と【こども・若者の意見表明機

会の保障】

６．【こども政策と教育政策の連携】の必要性

７．【東京都のこども政策】の特徴

８．【こども家庭庁】の来年度予算概算要求〜いくつかの事例〜

９．【こどもまんなかまちづくり】と【議会】への期待
＊本講演で使用する資料について、こども家庭庁・文部科学省・東京都等の資料を参照しつつ

講師が説明で強調したい点について赤字にしたり、下線を引いたりしていることをお断りします。

本日の構成
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講師による最近の寄稿等

●「【誰一人取り残さない「こどもまんなか社会」の実現を目指す「こども家庭庁」】Child 
Research Net(CRN)論文・レポート
〇その１：「こども家庭庁設立とこども基本法施行が同時であることの意義」

2023年10月20日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/312.html

〇その２：「こどもの意見表明権の保障」2023年10月27日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/313.html

〇その３：「こどものいじめの予防と対策について」2023年12月8日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/316.html

〇その４：「こども大綱」について2024年2月16日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/318.html

〇その５：「孤独・孤立対策推進法」の施行と「こどもの居場所に関する指針」について
2024年5月10日配信

https://www.blog.crn.or.jp/report/02/320.html
〇その６：乳幼児期の育ちをめぐる課題と「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン
（はじめの100か月の育ちビジョン）」について 2024年8月30日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/0 2/323.html

〇その７：こども・若者の性被害を防止する「日本版DBS法」について 2024年9月20日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/324.html
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講師による最近の寄稿等
●コラム『自治：「自治体こども計画」にこども・若者の参画を』
『自治日報』紙2024年３月18日号
●「基礎自治体の民主主義 ―「市民参加」と「協働」の理念と実践ー 石井洋二郎編『リベラルア
ーツと民主主義』水声社 2024年2月
●「第4期教育振興基本計画の策定」「こども家庭庁の発足と取組」
『最新教育動向2024』明治図書 2023年12月
●コラム『自治：「こどもまんなかまちづくり」で未来を切りひらく』
『自治日報』紙2023年6月19日号
●巻頭言「こどもまんなか社会」のために地方議会は積極的な取組みを！
『全国市議会議長会・全国町村議長会共同編集『地方議会人』2023年4月号（株）中央文化社
●「こども家庭庁」設立と「こども基本法」施行により自治体が推進する「こどもまんなか社会」の政
策の方向性（特集：こども主体の教育・環境を考える）『地域開発』2023年冬号（一財）地域開発
センター
●こども家庭庁の設立と都市自治体のこども政策の方向性（特集：これからの都市自治体の子ども
・子育て施策）『市政』2023年1月号 全国市長会
●巻頭言：「こども家庭庁」の設立と「こども基本法」の施行に向けて、こどもの生涯学習を考える
『埼玉教育』第76巻第5号 埼玉県立総合教育センター 2023年1月
●「住民・地域コミュニティのためのDX──これからの自治体DXを担う職員像を“カキクケコ”を頭
文字とするキーワードで考える」『自治実務セミナー』2022年9月号（特集１住民・コミュニティ行政
のDX）（第一法規）
●「地域情報化政策の系譜から地域コミュニティのデジタル化を考える」『地域開発』2022年春号
（一財）地域開発センター
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